
 

TSR マネジメントの枠組みに基づく 

中期事業計画及び資金計画の策定について 

 

 

少子化や社会の状況の変化によって本学の今後の大学経営環境は大変厳しくなることが

予想される。 

本学は平成２１年度以降、中期マスタープランに基づき、持続可能な経営環境の改善を

行ってきたところであるが、今後も充実した教育・研究活動を継続していくためには、３

つの経営基盤（人材の確保・教育研究環境・安定した財源）が最も重要な資産であること

は自明である。 

中教審大学分科会報告（中長期的な大学教育の在り方に関する第４次報告）においても

「学校法人において経営状況の分析を適切に行った上で、重点的に展開すべき分野を差別

し自らの進むべき方向性を検討・判断できるよう備えることが重要」であるとされている。 

また、昨年度、大学基準協会による評価においても大学の将来設計における確固たる財

務・資金計画の策定を強く求められている。 

こうした状況下、本学の中期マスタープラン（平成 28年度まで）の期間を超えて平成３

６年度までの資金計画及び財務運営のシミュレーションを試みた。本学の財務状況の分析

にあたってはＴＳＲマネジメントの枠組みである３つの経営基盤と５つの社会的責任（実

行すべき大学活動）によった。財務分析は財務三表により行ったが、そこにあるのは人に

係る費用、施設・設備そして資金の数値情報のみと言っても過言ではない。それを補うの

は優れた人材と情報であり、これらを活用して大学が目指す目標を達成していくこととな

る。そのために本学の中長期事業計画をできる限り具体化し、その実現のために必要な資

金計画及び大学ガバナンスの確立を目指すものである。 

また、大学の財務運営や資金計画は定量的に評価されるが、財務を運営するのは学校法

人の経営組織である。日本私立学校・振興共済事業団では平成２４年「大学の管理運営に

関するチェックリスト（５０項目）」を作成した。本学は今後、基本的にこの５０項目によ

り、大学の運営状況を検証確認することによって、本学の経営上の問題点を把握し、また

経営改善の指標とし、ＴＳＲマネジメントシステム（目標管理と組織管理のためのＴＳＲ

シート）を活用しながら運営していくものである。 

 

５０項目のうち、主な項目は以下のとおりである。 

１．経営理念と戦略の策定      ５．財務体質の改善 

２．ガバナンスの確立        ６．教学内容の改善 

３．組織運営の円滑化        ７．学生への支援 

４．危機管理体制の構築       ８．情報公開の発信 

 

※平成２６年３月２８日理事会にて、理事長報告として資料を配付済み。 

1

平成26年9月18日策定



３ 䛴 の経営基盤 䠰䠯䠮䝬ネ䝆䝯ン䝖、５䛴の社会的責任

䜻 ャ ン 䝟 䝇整備計画 䐟教育研究 䐠学生生活 䐡社会貢献 䐢学風醸成

䐣䜺䝞ナ ン 䝇 䞉 䠰 䠯 䠮 䝬 ネ 䝆 䝯 ン 䝖

( Ｐ 䠠 䠟 Ａ サ 䜲 䜽 䝹の確立 )

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

ㄪ

戦

略

的

広

報

活

動

の

実

施

ㄫ

第2次䠄Ｈ36～Ｈ38䠅

䜻ャン䝟䝇整備஦業

䠄総工費40億෇䠅

䠰䠯䠮䝬ネ䝆䝯ン䝖のわく組䛻基䛵く大正大学中期஦業計画試案䠄ᖹ成36ᖺ度ま䛷䠅 ―３䛴の経営基盤䛸５䛴の社会的責任―

ラ

ン

ド

ス

ケ

ヷ

プ

学

寮

建

築

解

体

新

4

号

館

建

築

駐車場の整備

䠄賃貸䠅

弓道場設置

埼玉校舎一部整備

第2次䜻ャン䝟䝇

整備計画開始

䜻ャン䝟䝇ෆ修善

教学䜺䝞ナン䝇改革の指針策定

３Ｐの見直し䛸䜹䝸䜻ュ䝷䝮改革

FD活動活性化

学修支援䝅䝇䝔䝮の確立

䛸しま共創஦業

１号館

図書館の改築

計

画

的

ヶ

⥅

⥆

的

に

実

施

第

2

次

キ

ャ

ン

パ

ス

整

備

資

金

積

ୖ

期

間

ㄪ

総

額

45

億

෇

ㄫ

䠰䠯䠮䝅ッ䝥醸成の推進

大学祭䠄鴨台際䠅の改革

第1回 TSR NO.1総合調査

䞉教育䜲ベン䝖の拡大

䞉学修成果の発表の

奨励

新学部設置(5学部)

Ｈ28実施

大学院の抜本的

改革案策定

鴨台䝤䝷ン䝕䜱ン䜾

の構築

す䛜も花街道

計6学部体制

収容定員5,000名

新学部設置

新学部構想検討開始

新学長䛻䜘䜛中期的䛺

教育活動の改善改革

学納金値ୖげ

活力あふ䜜䜛

䜻ャン䝟䝇創造

南୕陸研修

セン䝍䞊の活用

鴨台花壇の営業

地

域

創

生

活

動

へ

の

参

加

第

一

期

計

画

オ

リ

ン

ピ

ッ

ク

強

化

支

援

ㄪ

カ

ヌ

ヷ

部

等

ㄫ

東京䜸䝸ン䝢ッ䜽出場

学寮䜸䞊䝥ン

就職率100％

の実現䠄希望者䠅

第

஧

期

計

画

支

援

ヶ

教

育

活

動

十

ヶ

ᖺ

計

画

90周ᖺ記念行஦

戦略的広報の実施IR室設置

地

域

叉

共

存

し

、

活

力

あ

ふ

䜜

る

大

学

ㄪ

ブ

ラ

ン

デ

ィ

ン

グ

活

動

ㄫ

職員䝫䞊䝖䝣䜷䝸䜸 Ｈ26䛛䜙実施

e 䝫䞊䝖䝣䜷䝸䜸

䠄学生のセ䝹䝣䝬ネ䝆䝯ン䝖䠅

定期的䛺経営状況の分析

஦務局人஦制度改革の実施

䠰䠯䠮䝬ネ䝆䝯ン䝖䝅䝇䝔䝮完成

情報基盤整備஦業

運

営

シ

ス

テ

ム

の

構

築

叉

本

格

稼

働

ㄪ

エ

ン

ロ

ヷ

ル

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

の

実

施

ㄫ

入学試験改革

教育䞉研究活動の䝫䞊䝖䝣䜷䝸䜸

䠄TSR䝬ネ䝆䝯ン䝖䠅

従

来

型

選

択

方

式

か

ら

の

脱

却

入学定員1,250名、収容定員5,000名を実現

新学部設置䠄6学部体制䠅

第2回 TSR NO.1総合調査

第3回 TSR NO.1総合調査

第3回大学基準協会認証評価

第4回TSR NO.1総合調査

教

学

ヶ

経

営

ヶ

ガ

バ

ナ

ン

ス

体

制

ヶ

シ

ス

テ

ム

の

構

築

叉

実

施

整

備

か

ら

サ

ヷ

ビ

ス

ま

又

5

か

ᖺ

計

画

◎䝇䝔䞊䜽ホ䝹䝎䞊䛛䜙の

期待䞉信頼䞉満足度実質No.1

を実現䠄総合調査䛻䜘䜛䠅

滝

野

川

校

地

ヶ

新

棟

建

設

ㄪ

新

学

部

完

成

ㄫ

鴨台花壇䜹䝣ェ䠄第３学食䠅

南

୕

陸

再

生

第

୕

期

計

画

時

代

に

対

応

し

た

教

育

ビ

ジ

ョ

ン

に

基

づ

く

教

育

活

動

䠄Ｈ27～䠅

2



ガバナンス改革 経営基盤の整備・強化のための 10 ヶ年中期事業計画案 

作成のための基本資料 

 

Ａ．要因 政府による高等教育政策 

① 平成３０年度 第２期教育振興基本計画 

         教育再生実行会議 

         中央教育審議会大学分科会 

           大学ガバナンスの在り方の見通し（学校教育法改正） 

 

②平成３０年から始まる１８歳人口の再減少 

平成３４年に１３．６％減（本学の受験生８００名減） 

平成４５年に２２．９％減（同１３７４名減） 

 

③グローバル化への対応等、競争的環境への対応 

 

【課題】学校法人の経営とは何か？――国の政策の新しい動向――（一般社団法人日本私

立大学連盟「直面する経営課題と大学法人経営の充実・強化」を参考に作成） 

（ａ）今なぜ経営基盤の整備・強化が必要なのか 

 充実・強化が目的ではなく、大学の何の目的を達成するのか 

（ｂ）経営の仕組みの再構築 

本学において、建学の理念に基づく大学のミッションとビジョンを持続的に維

持・発展させるために、ＴＳＲマネジメントシステムを活用することが不可欠で

あるが、学校法人の制度と運営の仕組みの概要を明らかにし、現在直面している

多岐にわたる経営課題に検討を加え、本学の経営組織体制を見直し整えたうえで、

諸課題の解決に対して適正な対応を行っていくものとする。 

（ｃ）経営の自己責任とリスクマネジメントの実施 

 

Ｂ．大正大学における経営の充実・強化の目的 

①大正大学が掲げる運営ビジョン、教育ビジョンを達成するには、教学支援、競争的

環境への対応、財務基盤と資金計画、それを実行するための事業計画、ガバナンス

を浸透させるための組織改革等が急がれる。 

 

②本学のＴＳＲマネジメントの骨子である「３つの経営基盤」と「５つの社会的責任」

によって、大学機能である教育・研究、社会貢献の諸活動の充実と強化をはかる。

そのためには、我が国の社会構造、産業構造、経済活動の変化、パラダイムシフト

による変化や社会的ニーズに対応した教学改革に取り組み、社会や地域からの期待
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に応えていく。そのためには、今後の１０ヶ年計画について、明確な運営方針と基

本方針のもと教学支援のマネジメントが確立されなければならない。 

Ｃ．大正大学の法人経営の在り方について（自主性、自律性に基づく経営） 

①組織力…組織として必要なガバナンスの整備 

 

②経営力…決定された業務を浸透させ執行する組織の整備と効率的な機能（限られた

資源を適切に管理し、有効に配分） 

 

③社会とのコミュニケーション力…社会との双方性を持った情報開示 

 

◆組織力の改革 

ガバナンスの整備 

  理事会…意思決定し、理事の職務執行を監督する。 

  理事長…学校法人を代表する。意思決定の重要事項は評議員会に諮問する。 

  監 事…独立した機関。学校法人の業務・財務状況について監査する。 

 

◆理事会の役割と業務組織の役割 

  責任と権限の所在を明確にする → 決定した業務を確実に実行する 

  必要な人事を配当 

  一定の内部統制を組み込む 

理事会・執行部等のリーダーシップと現場のマネジメント力、そして教職員の大学改革に

向けての意識改革 

 

◆職務執行の質保証（内部監査：執行について理事長に代わって監査する） 

  ＴＳＲマネジメント（ＰＤＣＡサイクル）の導入 

  人事制度改革 

  ＦＤ、ＳＤ、ＩＲ、リスクマネジメントの導入 
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Ｄ．国の高等教育施策と本学の対応 

  ２０１２（平成２４）年  大学改革実行プラン 

  ２０１３（平成２５）年  第二期教育振興基本計画 

  ２０１４（平成２６）年  教育再生実行会議「４つの提言」 

   

（要旨） 
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Ｅ．ガバナンス改革 

中央教育審議会大学分科会「大学のガバナンス改革の推進について」 

 

（概要） 
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教育研究 T㻿㻾䝬䝛䝆䝯ン䝖䛾枠組䜏䛻基䛵䛟大ṇ大学中期事業計⏬案䠄ᖹ成㻟㻢ᖺ度䜎䛷䠅

㡯目 ෆ容 個別䛾ྲྀ䜚組䜏 実施ᖺ度 詳細

滝㔝川新棟䛾建築

㻝.新学部対応䛾教育䚸研究施設

㻞.地域構想研究所䛾設置

㻟.主䛻宗門子弟䛾寄宿舎䠄約㻠㻜室䠅

H26-27

㻴㻞㻤ᖺ䛻開設予定䛾地域創生学部䛸㻴㻞㻢ᖺ㻝㻜月䛻設置䛩䜛地域構想研

究所䛸䛾共ྠ利用施設䛸䛧䛶䚸各種䜰䜽䝔䜱䝤䝷䞊䝙ン䜾をྍ能䛸䛩䜛設

備を導入䚹

寄宿舎建設経費䛿䚸宗門寺院䛛䜙䛾寄付䛾一部を充当䛩䜛䚹

駐車場䛾整備䠄賃貸䠅

༡門䛾東隣䜚䛾榎本駐車場を長期䛻亘䛳䛶借䜚

ཷ䛡䜛䚹

䛣䜜䛻䜘䜚䚸学ෆ駐車䛾原則禁Ṇ䚹

㻴㻞㻢～

䞉ྎ数㻝㻜ྎ

䞉㻴㻞㻢ᖺ㻝㻝月㻝日䜘䜚

䞉㻝㻡分を越え䜛学ෆ駐車䠄搬入車以外䠅䛿許ྍ䛧䛺い

㻠号館建築 新学部教育研究棟 H28-29

䞉㻴㻟㻜ᖺ㻠月㻝日竣工予定

䞉延床面積㻞㻜㻡,㻜㻜㻜㎡䚷地ୖ㻠㻲

䞉研究室䚸䝷䞊䝙ン䜾コ䝰ン䝈䚸実習室䚸多目的䜼䝱䝷䝸䞊䠄併設䛧䛶弓㐨

場を設置予定䠅

䜻䝱ン䝟䝇ෆ建物䚸施設修⧋

耐久ᖺ数䛻応䛨䛶䚸修⧋䚸䝯ン䝔䝘ン䝇計⏬䛻䜘

䜚実施

H29-35
資金計⏬䛸䛧䛶ᖺ間㻝億෇をୖ限䛸䛧䚸修⧋䚸䝯ン䝔䝘ン䝇䚸改修䚸用途変

更工事を実施

埼玉校舎一部整備 老朽໬䛧䛯建造物を計⏬的䛻解体 㻴㻟㻜～

㻴㻟㻜ᖺ度䛛䜙㡰次解体整備を実施

䠄㻴㻞㻤ᖺ度を目途䛻埼玉校舎活用䚸整備計⏬を策定䠅

第㻞次䜻䝱ン䝟䝇整備 築㻠㻜ᖺ経過䛩䜛㻝号館䚸図書館䛾改築 H31-36
䞉㻴㻟㻢ᖺを目途䛻䚸明治通䜚沿い䛻㻝㻠階規模䛾䝅ン䝪䝹䝍ワ䞊を建設

䞉事務管理䚸学術情報䝉ン䝍䞊䛺䛹を整備䠄予算㻠㻜億෇を想定䠅

㻟䛴䛾経営基┙ 䜻䝱ン䝟䝇整備計⏬
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教育研究 T㻿㻾䝬䝛䝆䝯ン䝖䛾枠組䜏䛻基䛵䛟大ṇ大学中期事業計⏬案䠄ᖹ成㻟㻢ᖺ度䜎䛷䠅

㡯目 ෆ容 個別䛾ྲྀ䜚組䜏 実施ᖺ度 詳細

㻟㻼䛾見直䛧䛸䜹䝸䜻ュ䝷䝮改革 H26-27

㻴㻞㻢ᖺ㻝㻜月大学䝫䞊䝖䝺䞊䝖䛻公開䛩䜛㻟䛴䛾䝫䝸䝅䞊䛻䛴い䛶䚸㻴㻞㻣ᖺ㻠

月を目途䛻再検証を䛚䛣䛺い公表䛩䜛䚹

䜎䛯䚸学ෆ䛻浸透䛥䛫䜛䛯䜑䛾㔜点施策を立案䞉実施䛩䜛䚹

㻲㻰活動活性໬ H26-27

㻲㻰活動䛿䚸高等教育機関䛾必須事㡯䛷あ䜚䚸補助金䛾査定事㡯䛷䜒あ

䜛䚹䛣䜜䜙䛿䚸㻟䛴䛾䝫䝸䝅䞊実行䛸密接䛻関ಀ䛩䜛䛣䛸䛛䜙䚸整合性䛸⥅

⥆性䛻㔜点を置い䛶実行䛧䛶い䛟䚹

学修支援䝅䝇䝔䝮䛾確立 H26-27

学修支援活動䛻䛴い䛶䛿䚸当面以ୗ䛾ྲྀ組䜏を中心䛻展開䛩䜛䚹

䞉䝷䞊䝙ン䜾コ䝰ン䝈䛾充実

䞉T㻭䛾積極的活用

䞉教員䛾䜸䝣䜱䝇䜰ワ䞊䛾充実

大学院䛾抜本的改革案策定 大学院入学者増へ䛾ྲྀ組䜏 H27-28

大学院䛾入学者増へ䛾ྲྀ組䜏䛻䛴い䛶学ෆ委員会を設置䛧以ୗ䛾点䛻

䛴い䛶審議䛩䜛䚹

䞉大学䛾将来を担う研究者䛾養成䠄確保䠅

䞉大学䛾䝇䝔䞊䝍䝇を保䛴䛯䜑䛾大学院䛾䝭ッ䝅ョンを確立䛩䜛方策

新学長䛻䜘䜛中期的䛺教育活動䛾改善改革 学長䛾教学䝬䝛䝆䝯ン䝖 H28-30

大学䛾䜺䝞䝘ン䝇改革䛾一環䛸䛧䛶䚸学長䛾䝸䞊䝎䞊䝅ッ䝥䛻䜘䜛教学䝬

䝛䝆䝯ン䝖体制を確立䛩䜛䚹

具体的䛻䛿䚸学長を強力䛻補助䛩䜛機関䠄組⧊䠅を設置䛧䛶䚸全学教職員

䛻指導力を発揮䛩䜛䚹

㻡䛴䛾社会的責任 教育研究

教育䜺䝞䝘ン䝇改革䛾指針策定
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教育研究 T㻿㻾䝬䝛䝆䝯ン䝖䛾枠組䜏䛻基䛵䛟大ṇ大学中期事業計⏬案䠄ᖹ成㻟㻢ᖺ度䜎䛷䠅

㡯目 ෆ容 個別䛾ྲྀ䜚組䜏 実施ᖺ度 詳細

学生䛾福利厚生施設䛾充実

䞉学生食堂䛾ᣑ張䛸充実

䞉䜽䝷䝤䝃䞊䜽䝹棟䛾整備計⏬

H26-36

䞉鴨ྎ食堂䛾学生利用者䛾ᣑ大

䞉第㻟食堂䛾外部業者委ク䠄䝯䝙ュ䞊䛾充実䛸利用䛾ᣑ大䠅

䞉䜽䝷䝤䝃䞊䜽䝹棟䛿築㻠㻡ᖺを目途䛻改築を計⏬

䜸䝸ン䝢ッ䜽強໬特別支援

㻿㻟㻢ᖺ東京䜸䝸ン䝢ッ䜽以来䚸現役䞉㻻㻮を含䜑㻝㻟

ྡ䛾出場実績を持䛴䜹䝚䞊部を対象䛻特別支援

を䛚䛣䛺う䚹

H26-32
䞉特別招聘コ䞊䝏へ䛾助成金

䞉特別強໬選手䛾指導䛸支援

大学䛾地域創生活動䛾参⏬

地䛾ᣐ点䛸䛧䛶䛾教育研究活動を通䛨䛶地域䛻

貢献䛩䜛䠄㻴㻞㻢ᖺ㻠月豊島区䛸䛾間䛷地域共創協

定を締結䠅

H26-32
䞉巣鴨中山㐨地域を大ṇ大学コ䝭ュ䝙䝔䜱䜻䝱ン䝟䝇䛸䛧䚸商店街䛾活性

໬や住民䛾生活䞉福祉䛾向ୖを目的䛸䛧䛯䝃䞊䝡䝇䝷䞊䝙ン䜾を実施

就職率㻝㻜㻜％䛾実現

㻴㻟㻜ᖺ䜎䛷䛻就職希望者䛾ෆ定率㻝㻜㻜％を㐩成

䛩䜛䚹

䞉䜻䝱䝸䜰教育活動䛾充実

䠄教育充実費活用対象事業䠅

H30

就職希望者䛸䛿明確䛺職業意識を持䛱必要䛺就活を䛚䛣䛺う者をいう䚹

就労意識䛾希薄䛺者䛻対䛧䛶日常䛾教育活動を通䛧䛶育成䛧䚸就職希

望者率を向ୖ䛩䜛䚹

䜎䛯䚸優良企業へ䛾就職率を向ୖ䛩䜛䚹

宗門後⥅者養成を目的䛸䛧䛯寄宿舎䛾建設

໭区滝㔝川䛻建設䛩䜛新棟䛾中䛻䚸約㻠㻜ྡを収

容䛩䜛宿舎を配置䚹

H28
地方寺院後⥅者を対象䛸䛧䛯宿舎䛸䛧䚸生活䛻䛚䛡䜛教育指導䜒䛣䛣䛷䛚

䛣䛺う䚹

㻡䛴䛾社会的責任 学生生活
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教育研究 T㻿㻾䝬䝛䝆䝯ン䝖䛾枠組䜏䛻基䛵䛟大ṇ大学中期事業計⏬案䠄ᖹ成㻟㻢ᖺ度䜎䛷䠅

㡯目 ෆ容 個別䛾ྲྀ䜚組䜏 実施ᖺ度 詳細

䛸䛧䜎共創事業

豊島区ෆ䛾䛂地䠄知䠅䛾ᣐ点䛃䛸䛺䜛教育䞉研究活

動䛾実施

H26-36

䞉㻺㻯㻼䠄䝛䜽䝇䝖コ䝭ュ䝙䝔䜱䝥䝻䜾䝷䝮䠅䛾ཷ講者数＝全学生䛾㻟㻜％を目

指䛩䚹

䞉鴨ྎ䝥䝻䝆䜵䜽䝖䝉ン䝍䞊䛾学生䝇䝍ッ䝣䛾充実

䠄活動部門を分類䛧䚸延㻝㻜㻜ྡを採用䠅

䛩䛜䜒花街㐨䝥䝻䝆䜵䜽䝖

䛩䛜䜒花街㐨コン䝋䞊䝅䜰䝮䠄中山㐨㻟商店街䛸

大学䛻䜘䜛組⧊䠅を一般社団法人䛸䛧䛶設立

巣鴨地区を大ṇ大学コ䝭ュ䝙䝔䜱䜻䝱ン䝟䝇䛸䛩

䜛䚹

H26-

地域活性໬䛾䛯䜑䛻コン䝋䞊䝅䜰䝮䛸鴨ྎ䝥䝻䝆䜵䜽䝖䝉ン䝍䞊及䜃学生

䝇䝍ッ䝣䛸䛾共創活動を展開

䞉歩い䛶通学－䛩䛜䜒花街㐨䞊推進

䞉花街㐨活動䛾䝹䞊䝔䜱ン໬

䞉コン䝋䞊䝅䜰䝮䛸大学䛸䛾共創䜲ベン䝖䛸各種事業䛾推進

鴨ྎ花壇

䛩䛜䜒花街㐨コン䝋䞊䝅䜰䝮䛾象徴的存在䛸䛧

䛶䛂花ᒇ䛃䛸䛧䛶位置付䛡䜛䚹

H26-

㻟階䛾部ᒇをコン䝋䞊䝅䜰䝮䛾本部䛸䛩䜛䚹

䞉鴨ྎ花壇䛿䚸䛩䛜䜒活性໬䛾䛯䜑䛻営利目的以外䛾䝃䞊䝡䝇活動を実

施䛩䜛䚹

༡୕陸研修䝉ン䝍䞊䛾活用

支援䞉教育活動㻝㻜ヵᖺ計⏬䛻基䛝༡୕陸䝉ン

䝍䞊を大学䛾䜶䝸䜰䜻䝱ン䝟䝇䛸䛧䛶⥅⥆䛧䛶実

施䛩䜛䚹

H25-36

䞉䜶䝸䜰䜻䝱ン䝟䝇利用者ᖺ間㻝,㻜㻜㻜ྡを目指䛩䚹

䞉私大䝛ッ䝖㻟㻢䛾学生利用者䛾ᣑ大

䞉༡୕陸⏫䛸䛾共創事業

を㻟䛴䛾実施期間を設定䛧䛶䛚䛣䛺う䚹䠄㻴㻞㻢ᖺ㻝㻜月設立䛾地域構想研究

所䛜参⏬䠅

社会貢献㻡䛴䛾社会的責任
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教育研究 T㻿㻾䝬䝛䝆䝯ン䝖䛾枠組䜏䛻基䛵䛟大ṇ大学中期事業計⏬案䠄ᖹ成㻟㻢ᖺ度䜎䛷䠅

㡯目 ෆ容 個別䛾ྲྀ䜚組䜏 実施ᖺ度 詳細

T㻿㻾䝅ッ䝥醸成䛾推進

䠰䠯䠮䛾意味䞉目的具体的䛺行動指針を全学䛻浸

透䛥䛫䜛䚹

㻴㻞㻢～

䞉学生手帳䞉教職員手帳を発行䛧䚸T㻿㻾䛾意義目的等を浸透䛥䛫䜛䚹

䞉学ෆ行事䞉䜲ベン䝖を通䛧䛶T㻿㻾䝅ッ䝥を醸成䛩䜛䚹

䞉日常䛾業務䛾䛺䛛䛷T㻿㻾䝅ッ䝥を意識䛩䜛䛯䜑䛾研修を䛚䛣䛺う䚹

大学祭䠄鴨ྎ祭䠅䛾改革

学生䛸学生䚸学生䛸教員䚸学生䛸職員䛜共䛻創䜚

参加䛷䛝䜛大学祭䠄鴨ྎ祭䠅䛾実施

㻴㻞㻢～

䞉学生部䚸鴨ྎ䝥䝻䝆䜵䜽䝖䝉ン䝍䞊等䛜協力䛧䚸楽䛧䛟䛻䛞や䛛䛷格調䛾

高い大学䜲ベン䝖䛸䛧䛶育䛶あ䛢䜛䚹

鴨ྎ䝤䝷ン䝗䛾構築 䛂鴨ྎ䛃を䝤䝷ン䝗໬䛥䛫䜛䛯䜑䛾戦略を展開 H26-30

䞉広報戦略会議䛾充実

䞉䛩䛜䜒花街㐨コン䝋䞊䝅䜰䝮䛸䛾連携䛻䜘䜛䝤䝷ン䝗䛵䛟䜚

䞉䛥䛦え堂周辺施設等を使䛳䛯䜲ベン䝖䛺䛹情報発信事業

教育䜲ベン䝖䛾ᣑ大

学部䚸学科等䛜主体的䛻実施䛩䜛䜲ベン䝖䛷䚸地

域や社会䛻発信䛧䚸参加䛷䛝䜛事業䛻対䛧䚸助

成䚸支援䚸共催を䛩䜛䚹

㻴㻞㻣～

䞉学部や学科༢位䛷䜲ベン䝖䛾実施を奨励䛩䜛䠄助成金䚸人的支援を実

施䠅

䞉地域活性໬を目的䛸䛩䜛䜒䛾䛻䛿豊島区䛸䛾共催䚸後援䛺䛹を推進䛧䚸

䛩䛜䜒花街㐨コン䝋䞊䝅䜰䝮䛸䜒連携䛩䜛䚹

学修成果発表䛾奨励

学部䚸学科䚸コ䞊䝇䚸䝊䝭䛺䛹䛻䛚䛡䜛学修成果

発表䛻対䛧䚸助成䚸支援を䛚䛣䛺う䚹

H27

䞉公開䛷䛾発表会

䞉雑ㄅ䚸紀要䛺䛹䛾刊行

䞉学外䛷䛾発表䚷䛺䛹を対象䛸䛩䜛䚹䛯䛰䛧䚸授業教員䛾参⏬䜎䛯䛿授業

䛾䛺䛛䛷実施䛥䜜䜛䜒䛾䛸䛩䜛䚹

㻥㻜周ᖺグ念行事

㻴㻞㻤ᖺ㻝㻝月創立グ念日を目途䛻グ念䜲ベン䝖䚸

祝賀会を開催

H28 グ念行事企⏬委員会を設置䛧䛶具体案を作成䚹

㻡䛴䛾社会的責任 学風䛾醸成
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教育研究 T㻿㻾䝬䝛䝆䝯ン䝖䛾枠組䜏䛻基䛵䛟大ṇ大学中期事業計⏬案䠄ᖹ成㻟㻢ᖺ度䜎䛷䠅

㡯目 ෆ容 実施ᖺ度 詳細

㻵㻾室䛾設置䛸本格稼働䠄䜶ン䝻䞊䝹䝬䝛䝆䝯ン䝖

䛾実施䠅

H26-28

䠤㻞㻢ᖺ㻠月䛻設置䛧䛯䠥䠮室を充実䚸䠤㻞㻤ᖺ㻠月を機䛻本格的䜶ン䝻䞊

䝹䝬䝛䝆䝯ン䝖䠄室䠅を実行䛩䜛䚹学ෆ䛻実施準備室を設置䠄䠤㻞㻣ᖺ㻝

月䠅

戦略的広報活動䛾実施 H26-30
䠤㻞㻢ᖺ㻢月䛛䜙実施䛨䛶い䜛広報戦略会議を⥅⥆䚸学ෆ的ㄆ知を得䛶

全学科協力体制䛾䜒䛸広報活動を活性໬䛩䜛䚹

情報基┙整備事業 H26-30
通常䛾学ෆ情報䞉学術情報䛻䛴い䛶多角的䛻検討を䛚䛣䛺い䚸新䛯

䛺情報䝅䝇䝔䝮を開発䛧䚸䛥䜎䛦䜎䛺䝃䞊䝡䝇活動を実施䛩䜛䠄䠤㻟㻜䠅

H26-31
大学経営䚸運営を検証䛩䜛機関䛸䛧䛶䚸ෆ部┘査室を設置䚸䠥䠮室䛸連

携䛧分析を䛸䛚䛧䛶改善政策䛾提案を⥅⥆的䛻実施䛩䜛䚹

H27-31

教学㻵㻾䚸䜶ン䝻䞊䝹䝬䝛䝆䝯ン䝖䛾成果を䜂䛸䜚一人䛾学生䛻恩恵を

与え䜛䛯䜑䚸e䝫䞊䝖䝣䜷䝸䜸を開発䠄㻴㻟㻜䠅䚹学生䛾䝉䝹䝣䝬䝛䝆䝯ン

䝖䚸䝉䝹䝣䝬䞊䜿䝔䜱ン䜾をಁ䛧䚸自䜙䛾䜻䝱䝸䜰䝕䝄䜲ンを䝃䝫䞊䝖䛩

䜛䚹

H27-31
T㻿㻾䝬䝛䝆䝯ン䝖䝅䞊䝖を䝅䝇䝔䝮໬䛧䚸徹底䛩䜛䛣䛸䛷䚸職員䜂䛸䜚一

人䛾職務䚸業務を見え䜛໬䛧䚸大学運営䛾෇滑໬䛻貢献䛧䛶い䛟䚹

H26-31
教員䛾教育活動䛾実績䚸研究活動䚸社会貢献活動䛾実績を集積䛧䚸

学ෆ外へ発信䛩䜛䛣䛸䛻䜘䜚大学䛾䝇䝔䞊䝍䝇䛾向ୖを䛿䛛䜛䚹

入学試験改革 H28-31

㻭㻻入試䚸推薦入試䛾あ䜚方䛻䛴い䛶抜本的䛻再検討䛧䚸㻴㻟㻜䛛䜙始

䜎䜛㻝㻤才人口減䛻対応䛧䛯新䛯䛺入試方式䠄高大連携䚸地域連携䠅を

構築䛩䜛䚹

新学部設置䠄計㻢学部体制䚸収容定員㻡,㻜㻜㻜ྡ䠅 H33
㻴㻞㻤ᖺ㻠月 新学部入学定員㻝㻜㻜ྡを予定䚹学ෆ改組䛻䛴い䛶具体的

研究を開始䛩䜛䚹ᒆ出制䛻䜘䜛学部䛿定員増を䛚䛣䛺わ䛺い䚹

第㻝回 H27 教育活動を中心䛻実施䠄㻵㻾室䠅

第㻞回 H29 教育活動を中心䛻実施䠄㻱㻹室䠅

第㻟回 H31 教育活動を中心䛻実施䠄㻱㻹室䠅

第㻠回 H33 教育活動を中心䛻実施䠄㻱㻹室䠅

㻡䛴䛾社会的責任

䜺䝞䝘ン䝇䞉T㻿㻾䝬䝛䝆䝯ン䝖

䠄㻼㻰㻯㻭䝃䜲䜽䝹䛾確立䠅

教学䞉経営䞉䜺䝞䝘ン䝇体制䞉䝅䝇䝔䝮䛾構築䛸

実施

T㻿㻾 㻺o.㻝総合調査

個別䛾ྲྀ䜚組䜏

㻵㻾䛾持䛴機能䛰䛡䛻Ṇ䜎䜙䛪䚸学生䛾入学䛛䜙

卒業䜎䛷を䝃䝫䞊䝖䛩䜛機能を確立䛩䜛䚹

法人広報䛸学生募集方法を一体的䛻䛸䜙え䚸広

報䞉広告活動を実施䛩䜛䚹

大学情報䛾一体管理を䛚䛣䛺い䚸未来型大学

䝃䞊䝡䝇䛾実現を䛿䛛䜛䚹

定期的䛺経営状況䛾分析

教育䞉研究活動䛾䝫䞊䝖䝣䜷䝸䜸

従来型選択方式䛛䜙䛾脱却

㻴㻞㻤ᖺ㻠月 地域創生学部䛾ㄆྍ申請䛻加え䛶時

代や社会䛾䝙䞊䝈䛻対応䛧䛯学部学科改組へ䛾

ྲྀ組䜏

大学䛾運営䝡䝆ョン

首都圏文系大学䛷䝇䝔䞊䜽䝩䝹䝎䞊䛛

䜙䛾期待䚸信頼䚸満足度№㻝を目指䛩

䛸いう約束を隔ᖺ䛤䛸䛻検証䛩䜛大ṇ大

学№㻝䝡䝆ョン䛂満足度調査䛃

職員䝫䞊䝖䝣䜷䝸䜸

ｅ䝫䞊䝖䝣䜷䝸䜸䠄学生䛾䝉䝹䝣䝬䝛䝆䝯ン䝖䠅
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